
１４．保険会社およびその子会社等の状況 

 
（１）主要な業務の状況を示す指標 
                                （単位：億円） 

 
項  目 

 

前連結会計年度 
自平成１５年４月 １日 
至平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自平成１６年４月 １日 
至平成１７年３月３１日 

経 常 収 益 ４９，７７２ ４１，７３７ 
経 常 利 益 ３，５７７ ３，３１５ 
当 期 純 剰 余 ２，１９５ １，８８５ 
総 資 産 額 ２５３，９５３ ２５２，３６６ 

 
 
（２）連結範囲および持分法の適用に関する事項 

連結される子会社および子法人等数            １０社 
持分法適用の非連結子会社および子法人等数   ０社 
持分法適用の関連法人等数            ０社 

 



（３）連結貸借対照表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

342,240 1.3 289,739 1.1 22,849,004 90.0 22,585,320 89.5

700,000 2.8 380,000 1.5 支 払 備 金 185,217 190,779

102,527 0.4 94,138 0.4 責 任 準 備 金 22,168,908 21,934,862

9,934 0.0 10,023 0.0 社 員 配 当 準 備 金 494,878 459,677

14,391,767 56.7 15,613,443 61.9 6 0.0 6 0.0

7,960,959 31.3 7,176,343 28.4 3,155 0.0 2,939 0.0

1,406,097 5.5 1,334,555 5.3 9,723 0.0 ―― ―

1,379 0.0 1,577 0.0 896,352 3.5 743,227 2.9

3,369 0.0 2,911 0.0 79,128 0.3 63,013 0.2

385,054 1.5 324,812 1.3 25 0.0 ―― ―

107,337 0.4 18,528 0.1 59,316 0.2 70,002 0.3

123 0.0 ―― ― 163,284 0.6 194,973 0.8

△15,404 △0.1 △9,462 △0.0 1,440 0.0 1,475 0.0

43,062 0.2 49,516 0.2

123 0.0 ―― ―

24,104,623 94.9 23,710,474 94.0

6,310 0.0 2,345 0.0

190,000 0.7 150,000 0.6

160,000 0.6 200,000 0.8

452 0.0 452 0.0

259,928 1.0 265,528 1.1

76,059 0.3 66,987 0.3

613,539 2.4 855,126 3.4

△15,526 △0.1 △14,303 △0.1

1,284,454 5.1 1,523,791 6.0

25,395,388 100.0 25,236,612 100.0 25,395,388 100.0 25,236,612 100.0

株 式 等 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 の 部 合 計

現 金 及 び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

不 動 産 及 び 動 産

代 理 店 貸

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

保 険 契 約 準 備 金

再 保 険 借

社 債

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

偶 発 損 失 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

基 金

（ 少 数 株 主 持 分 ）

負 債 の 部 合 計

少 数 株 主 持 分

（資  本  の  部）

再 評 価 積 立 金

基 金 償 却 積 立 金

土 地 再 評 価 差 額 金

連 結 剰 余 金

（ 資  産  の  部） （負　債　の　部）

科　　　　目 科　　　　目
前連結会計年度

（平成16年3月31日現在）

当連結会計年度
（平成17年3月31日現在）

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 の 部 合 計

代 理 店 借

前連結会計年度
（平成16年3月31日現在）

当連結会計年度
（平成17年3月31日現在）



（４）連結損益計算書

百分比 百分比

4,977,282 百万円 100.0 4,173,713 百万円 100.0

3,343,514 3,066,788

723,109 612,430

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 548,826 525,157

金 銭 の 信 託 運 用 益 4,494 266

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 ―― 1,648

有 価 証 券 売 却 益 55,645 41,228

有 価 証 券 償 還 益 223 13,607

そ の 他 運 用 収 益 3,215 2,484

特 別 勘 定 資 産 運 用 益 110,705 28,038

910,658 494,495

4,619,494 92.8 3,842,156 92.1

3,590,969 3,011,858

保 険 金 1,078,708 908,029

年 金 278,571 285,575

給 付 金 692,910 614,945

解 約 返 戻 金 1,140,474 696,015

そ の 他 返 戻 金 等 400,304 507,292

8,241 7,053

支 払 備 金 繰 入 額 7,848 6,680

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額 393 372

196,909 104,757

支 払 利 息 5,198 5,473

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 9,463 ――

有 価 証 券 売 却 損 85,660 57,680

有 価 証 券 評 価 損 16,564 6,556

有 価 証 券 償 還 損 228 459

金 融 派 生 商 品 費 用 46,218 1,380

為 替 差 損 317 1,226

貸 付 金 償 却 34 131

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費 13,892 13,491

そ の 他 運 用 費 用 19,332 18,357

472,281 388,307

351,091 330,180

357,788 7.2 331,557 7.9

56,682 1.1 8,940 0.2

不 動 産 動 産 等 処 分 益 19,634 2,800

債 権 売 却 損 失 引 当 金 戻 入 額 2 25

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 10,222 6,109

そ の 他 特 別 利 益 26,823 3

154,522 3.1 123,999 3.0

不 動 産 動 産 等 処 分 損 38,410 33,810

減 損 損 失 ―― 20,882

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 28,465 12,286

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 63,851 31,704

不 動 産 圧 縮 損 279 104

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金 406 622

退職給付会計基準変更時差異処理額 13,769 13,769

そ の 他 特 別 損 失 9,338 10,819

259,948 5.2 216,497 5.2

12,525 0.3 76,682 1.8

29,281 0.6 △48,855 △1.2

△1,452 △0.0 78 0.0

219,594 4.4 188,592 4.5

税 金 等 調 整 前 当 期 純 剰 余

事 業 費

特 別 利 益

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

科　　　　　　　　目

経 常 収 益

前連結会計年度

（平成16年4月1日から平成17年3月31日まで）

当連結会計年度

金　　　　額 金　　　　額

（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）

保 険 料 等 収 入

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

資 産 運 用 費 用

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税 等

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益
（ △ は 少 数 株 主 損 失 ）

当 期 純 剰 余

経

常

損

益

の

部

特

別

損

益

の

部



（５）連結剰余金計算書

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成15年4月1日から
     平成16年3月31日まで）

（平成16年4月1日から
     平成17年3月31日まで）

百万円 百万円

61,775 259,928 

328,552 190,263 

当 期 純 剰 余 219,594 188,592 

合 併 に 伴 う 増 加 高 108,764 ―― 

連結子会社の増加に伴う増加高 193 ―― 

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 ―― 1,671 

130,398 184,664 

社 員 配 当 準 備 金 120,441 142,275 

基 金 償 却 積 立 金 ―― 40,000 

基 金 利 息 2,392 2,389 

連結子会社の増加に伴う減少高 0 ―― 

連結子会社等の減少に伴う減少高 5,210 ―― 

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 2,353 ―― 

259,928 265,528 

連 結 剰 余 金 減 少 高

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

科　　　　　　　目

連 結 剰 余 金 期 首 残 高



（６）リスク管理債権の状況 

 

 （単位：百万円、％） 

区    分 前連結会計年度末 

（平成１６年３月３１日）

当連結会計年度末 

（平成１７年３月３１日）

破 綻 先 債 権 額 ① １，１５８ ７８１

延 滞 債 権 額 ② １０，８４７ ８，３４３

３ヵ月以上延滞債権額 ③ ２３ －

貸付条件緩和債権額 ④ ３５，１８０ ３２，３０４

合 計 ①＋②＋③＋④ ４７，２１０ ４１，４２８

（貸付残高に対する比率） （０．５９） （０．５８）

 （注）１．破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の

評価額および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見

込額として債権額から直接減額しています。その金額は、平成 15 年度末が破綻先債

権額 1,534 百万円、延滞債権額 7,785 百万円、平成 16 年度末が破綻先債権額 1,263
百万円、延滞債権額 6,794 百万円です。 

２．破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息

を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、

破産法、商法等による手続き申立てにより法的倒産となった債務者、または手形交換

所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律上

の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。 
３．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権および債務者の経営

再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金で

す。 
４．3 ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から 3 ヵ月以上

遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。 
５．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行なったもので、破綻先債権、延滞債権および 3 ヵ月以上延滞債権に該当しな

い貸付金です。 
 



（７）子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 

明治損害保険株式会社と安田ライフ損害保険株式会社は、平成17年4月1日付にて、後者を存続会社として

合併し、明治安田損害保険株式会社となりました。 
   明治損害保険株式会社                           （単位：百万円） 

 平成１５年度末 平成１６年度末 

（Ａ）ソルベンシー・マージン総額 ３８，６３４ ３８，４０９

 ① 資本の部合計 ３５，６７４ ３６，４７０

 ② 価格変動準備金 ３４ ８

 ③ 異常危険準備金 ２，３５０ １，０９１

 ④ 一般貸倒引当金 － －

 ⑤ その他有価証券の評価差額×90%(ﾏｲﾅｽの場合 100%) ５５０ ８７２

 ⑥ 土地含み損益×85%(ﾏｲﾅｽの場合 100%) ２４ △３３

 ⑦ 負債性資本調達手段等（劣後ローン、劣後債等） － －

 ⑧ 控除項目 － －

 ⑨ その他（保険契約準備金の一部、税効果相当額等） － －

（Ｂ）リスクの合計額 √｛⑩2+(⑪+⑫) ｝+⑬+⑭ 2 ２，５８３ ２，３１５

 ⑩ 一般保険リスク相当額 １，２６９ １，０１７

 ⑪ 予定利率リスク相当額 ４ ４

 ⑫ 資産運用リスク相当額 ６０７ ５７１

 ⑬ 経営管理リスク相当額 ８９ ５３

 ⑭ 巨大災害リスク相当額 １，０８５ １，０９２

ソルベンシー・マージン比率 （Ａ）/｛(1/2)×（Ｂ）｝×100 ２，９９０.４％ ３，３１７.４％
（注）１．上記は、保険業法施行規則第 86 条および第 87 条ならびに平成８年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出しています。 

２．「資本の部合計」には社外流出予定額、繰延資産およびその他有価証券の評価差額金を除いた金額を記載しています。 
 

安田ライフ損害保険株式会社                        （単位：百万円） 

 平成１５年度末 平成１６年度末 

（Ａ）ソルベンシー・マージン総額 ３２，６０５ ３４，４５６

 ① 資本の部合計 ２９，２３１ ３０，５８７

 ② 価格変動準備金 ６ ６

 ③ 異常危険準備金 ２，９１４ ３，０２７

 ④ 一般貸倒引当金 － －

 ⑤ その他有価証券の評価差額×90%(ﾏｲﾅｽの場合 100%) ７０７ ８３５

 ⑥ 土地含み損益×85%(ﾏｲﾅｽの場合 100%) － －

 ⑦ 負債性資本調達手段等（劣後ローン、劣後債等） － －

 ⑧ 控除項目 △２５５ －

 ⑨ その他（保険契約準備金の一部、税効果相当額等） － －

（Ｂ）リスクの合計額 √｛⑩2+(⑪+⑫)2｝+⑬+⑭ １，７８５ １，７７０

 ⑩ 一般保険リスク相当額 ９６５ ９０７

 ⑪ 予定利率リスク相当額 ０ ０

 ⑫ 資産運用リスク相当額 ４００ ４０１

 ⑬ 経営管理リスク相当額 ４１ ４０

 ⑭ 巨大災害リスク相当額 ６９８ ７３７

ソルベンシー・マージン比率 （Ａ）/｛(1/2)×（Ｂ）｝×100 ３，６５１．５％ ３，８９１.６％
（注）１．上記は、保険業法施行規則第 86 条および第 87 条ならびに平成８年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出しています。 

    ２．「資本の部合計」には社外流出予定額、繰延資産およびその他有価証券の評価差額金を除いた金額を記載しています。 
 
（８）セグメント情報 

 

当社および連結子会社は、生命保険事業以外に損害保険事業等を営んでいますが、当該事業の全セグメ

ントに占める割合が僅少であるため、セグメント情報の記載を省略しています。 



【ご参考】 
連結財務諸表の作成方針 

 自平成 15 年 4 月 1 日 
至平成 16 年 3 月 31 日 

自平成 16 年 4 月 1 日 
至平成 17 年 3 月 31 日 

1.連結の範囲に

関する事項 

当連結会計年度 前連結会計年度 

連結される子会社および子法人等数 １１社 

連結される子会社および子法人等は、明治損

害保険株式会社、安田ライフ損害保険株式会

社、安田ライフダイレクト損害保険株式会社、明治

ドレスナー・アセットマネジメント株式会社、安田投

信投資顧問株式会社、明治安田システム・テクノ

ロジー株式会社、ウェルネスケア・ネットワーク株

式会社、Pacific Guardian Life Insurance Company, 
Limited、Meiji Yasuda Realty USA Incorporated、Meiji 
Yasuda Properties UK Limited、Meiji Yasuda Realty UK 
Limited であります。 

なお、当連結会計年度から重要性の観点によ

り、安生コンピューターサービス株式会社、ウェル

ネスケア・ネットワーク株式会社を連結子会社に

含め、株式会社明治生命保険代理社、Meijiseimei 
Property Germany GmbH i.L. (Immobilieninvestitionen)
等を連結子会社から除外しております。 

上記のうち明治安田システム・テクノロジー株式

会社は明生システムサービス株式会社と安生コン

ピューターサービス株式会社が、Meiji Yasuda 
Realty USA Incorporated は Meijiseimei Realty 
(USA), Inc.と Meijiseimei Properties (USA), Inc.が、そ

れぞれ合併したものであり、安田ライフ損害保険

株式会社、安田ライフダイレクト損害保険株式会

社、安田投信投資顧問株式会社および Meiji 
Yasuda Properties UK Limited は安田生命保険相互

会社との合併により引き継いだ連結子会社であり

ます。また、Meiji Yasuda Realty UK Limited は、

Meijiseimei Property U.K. Limited が社名変更したも

のであります。 

主要な非連結の子会社および子法人等は、株

式会社明治安田生命保険代理社（株式会社明治

生命保険代理社が社名変更）および明治安田ビ

ジネスサービス株式会社であります。 

非連結の子会社および子法人等は、総資産、

売上高、当期損益および（利益）剰余金の観点か

らみて、いずれもそれぞれ小規模であり、当企業

集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判

断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結

の範囲から除いております。 

連結される子会社および子法人等数 １０社 
連結される子会社および子法人等は、明治損

害保険株式会社、安田ライフ損害保険株式会

社、明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会

社、安田投信投資顧問株式会社、明治安田シス

テム・テクノロジー株式会社、ウェルネスケア・ネッ

トワーク株式会社、Pacific Guardian Life Insurance 
Company, Limited 、 Meiji Yasuda Properties UK 
Limited 、 Meiji Yasuda Realty UK Limited 、 Meiji 
Yasuda Realty USA Incorporated であります。 

なお、安田ライフダイレクト損害保険株式会社

については、保有株式を売却したことにより連結

子会社から除外しております。 
主要な非連結の子会社および子法人等は、株

式会社明治安田生命保険代理社および明治安

田ビジネスサービス株式会社であります。 
非連結の子会社および子法人等は、総資産、

売上高、当期損益および（利益）剰余金の観点か

らみて、いずれもそれぞれ小規模であり、当企業

集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判

断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結

の範囲から除いております。 

2.持分法の適用

に関する事項 
(１)持分法適用の非連結の子会社および子法人

等ならびに関連法人等数  0 社 

(２)持分法を適用していない非連結の子会社およ

び子法人等（株式会社明治安田生命保険代理

社、明治安田ビジネスサービス株式会社ほか）

ならびに関連法人等については、それぞれ連

結損益および連結剰余金に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法を適用しておりません。 

 

同  左 

 



 自平成 15 年 4 月 1 日 
至平成 16 年 3 月 31 日 

自平成 16 年 4 月 1 日 
至平成 17 年 3 月 31 日 

3.連結される子会

社および子法人

等 の 事 業 年 度

等に関する事項 

連結される子会社および子法人等のうち、在外

子会社の決算日は 12 月 31 日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、同日現在の決算財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

 

同  左 

 

4.連結される子会

社および子法人

等の資産および

負 債 の 評 価 に

関する事項 

連結される子会社および子法人等の資産およ

び負債の評価については、全面時価評価法によ

っております。 

 

同  左 

 

5.連結調整勘定

の償却に関する

事項 

連結調整勘定は発生年度に全額償却しており

ます。 

 

同  左 

 

6.利益処分項目

等の取扱いに関

する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しております。 

 

同  左 

 

7.資本連結手続

に関する事項 
 
 

当社は、当連結会計年度中に、保険業法第

159 条第 1 項および第 2 項第 1 号に基づく保険

相互会社同士の合併に関する規定により、安田

生命保険相互会社と合併いたしましたが、この企

業結合に関する資本連結手続については、持分

プーリング法を適用しております。なお、本企業結

合は、結合当事企業の持分が継続されていること

から、「企業結合に係る会計基準の設定に関する

意見書」(平成 15 年 10 月 31 日企業会計審議会)

における持分プーリング法の場合に準じ、期首に

企業結合が行われたとみなして連結財務諸表を

作成しております。 

 

 

当連結会計年度 前連結会計年度 

 

 




